
地方自治法施行令の一部改正について 

 

 総務省は、一般競争入札等の参加者の資格要件に関し必要な規定を追加し

ました。 

 改正では、一般競争入札の参加を停止することができる場合として、  

「製造その他の役務を粗雑に行ったとき」と「その他の役務」が追加されま

した。（別添、新旧対照条文参照） 

 施行は平成２６年１１月１日です。 

 

 この政令が変更されるにあたり、総務省は広く意見の募集を行い、８件の

意見が寄せられ（公社）東京ビルメンテナンス協会からも「その他の役務」

を加える改正に賛成の意見書を提出したところでした。 

 

 以下は、東京協会が総務省に提出した意見書です。  

 

 

平成 26 年 10 月 9 日 

第１６７条の四第２項第１号の規定に「その他の役務」を加える改正に賛成します。

現在、地方公共団体が所有する建築物の維持管理業務（清掃、設備管理等）の競争入

札において、低価格入札が横行しており、粗雑な履行の結果、公共建築物の劣化が進

んでおります。 

公共建築物の維持管理における適切な品質の確保は、建物の長寿命化、行政サービス

の向上をもたらし、結果的に税金の効率的執行につながります。今年６月に施行され

た改正品確法に工事後の維持管理が加えられましたが、建物維持管理における品質確

保は今後極めて重要になると思います。東京におけるビルメンテナンス業界を代表す

る協会として、建物のよりよい維持管理を行うため、粗雑な履行や不正行為を行った

不適格業者の入札参加を一定期間制限すべきと考えています。 

 

 






